予算要求資料
平成２６年度当初予算　　支出科目　款：衛生費　項：医務費　目：医療整備対策費
	事業名　希望が丘学園再整備事業
（地域医療再生臨時特例基金）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部地域医療推進課総合療育推進室総合療育推進係

電話番号：058-272-1111（内2628）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11230@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　1,672,579千円（H26年度～27年度債務負担行為256,000千円）
（前年度予算額：190,563千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県債
	一　般

財　源

	前年度
	190,563
	93,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	97,063

	要求額
	1,672,579
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,672,579

	決定額
	1,672,379
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	824,500
	847,879


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
希望が丘学園は、昭和49年に整備され、老朽化・狭隘化が進む施設設備の更新や、障がい児を取り巻く、福祉、教育、医療の各分野にわたる広範な環境の変化にどのように対応していくかという課題を抱えている。また、平成18年1月に発達支援センターのぞみを本学園に設置して以降、岐阜県の発達障がい児支援の拠点としての役割が大きなものとなっている。
現在、平成27年9月の供用開始を目指して再整備を進めており、平成25年度中の建築工事着工に向けて、施設の基本・実施設計を完了し、敷地の造成工事を進めている。
（２）事業内容

① 再整備推進費

新施設の整備に向け、医療機器を導入する際の検討作業を委託するほか、新施設に設置する昇降機の建築確認申請等を行う。

　② 改築工事費

平成24～25年度に行った基本・実施設計に基づき、隣接の岐阜希望が丘特別支援学校と一体的に希望が丘学園の改築工事を実施する。

　③ 改築工事監理費

改築工事に係る工事監理業務を委託する。

　④ 総合療育推進事業費

総合療育拠点施設（新希望が丘学園、県総合医療センター障がい児病棟）の整備と並行し、新施設で活躍する医療・療育人材の確保・育成や関係機関の連携体制の構築を図るため、県内の障がい児医療・療育関係機関の実務担当者による「重症心身障がい児者支援連携会議」及び「発達障がい児者支援連携会議」を開催する。

　⑤ 医療機器等購入費

新施設に導入する医療機器・備品等を整備する。

　⑥ 情報通信機器整備費

新施設に導入する情報・通信機器等を整備する。
（３）県負担・補助率の考え方

事業費全額について県費負担
（４）類似事業の有無
　　　 無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	504
	連携会議委員報償費

	旅費
	264
	連携会議委員費用弁償、業務旅費

	需用費
	2,228
	消耗品費、燃料費、印刷製本費、会議費

	役務費
	1,166
	建築確認申請手数料、その他事務費

	委託料
	43,374
	医療機器等導入調整費、改築工事監理費、情報通信機器整備費

	工事請負費
	1,624,937
	改築工事費

	その他
	106
	会場使用料

	合計
	1,672,579
	


	　決定額の考え方　

　医療機器を導入する際の検討作業の委託について、過去の類似事業の実績を踏まえ、所要額を計上します。


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	施設の老朽化、狭隘化が進み、障がい児を取り巻く環境の変化への対応が難しくなっている県立希望が丘学園（昭和49年整備）を再整備し、診療・入院機能の強化、入所児の療育環境の向上を図るとともに、相談機能の充実や県内他機関への支援機能の拡充により、県全体での障がい児への支援体制の強化を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	発達障がい児外来初診待機者数
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	55人
（H24）
	10人以下
（H28）
	0％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	（１）建設工事に係る基本・実施設計

・H25. 4　実施設計完了

（２）敷地造成工事

　・H25. 7　造成着手

　・H26. 3　造成工事完了（予定）

（３）建設工事

　・H26. 3　工事着手（予定）

（４）県内の障がい児療育関係者・施設間の連携会議の開催

・H25.10. 8　岐阜県重症心身障がい児者支援連携会議を開催

・H25.10.18　岐阜県発達障がい児者支援連携会議を開催

・H26.2　岐阜県重症心身障がい児者支援連携会議を開催（予定）

・H26.2　岐阜県発達障がい児者支援連携会議を開催（予定）


（前年度の成果）

	平成25年度末（H26.3予定）の本体工事着手に向け、新施設の基本設計・実施設計をとりまとめるとともに、敷地の造成工事を実施した。
あわせて、障がい児療育関係者による連携会議において、県内関係機関との連携体制の構築や、療育人材の育成確保策など、療育拠点整備に係るソフト面の課題について検討を行った。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	県立希望が丘学園は昭和49年の整備以来、県の障がい児療育・支援の拠点としての役割を果たしてきたが、施設の老朽化・狭隘化が進み、医療・療育需要の増加や技術の進歩への対応が難しくなっているほか、近年急速に利用が増加している発達障がい児への対応など、求められる役割も拡大している。

これらの課題に対応するためには、県立希望が丘学園の再整備が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

－
	　（整備事業中。事業効果は施設整備後に発揮される）

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　国の地域医療再生臨時特例交付金を活用し、県の財政負担を抑制しながら充実した内容の療育施設整備を行うこととしている。

また、現在地および隣接県有地（旧・岐阜市立伊奈波中学校敷地）を活用し、岐阜希望が丘特別支援学校との一体整備を行うことで総事業費を抑えるとともに、設計にあたってはライフサイクルコストの低減に配慮し、施設供用開始後の長期的なコスト低減にも配慮している。


（今後の課題）

	・新たな施設に整備する医療機器、情報機器等の検討

・障がい児療育に携わる医療・療育人材の確保
・他の県内医療機関や療育施設との役割分担・相互支援の仕組みの検討

・新たな施設を実際に運用していく上での組織体制やプログラムの具体化


（次年度の方向性）
	平成27年度の供用開始に向けて施設整備を着実に進めるとともに、他の県内医療機関や療育施設との役割分担・相互支援体制等の検討および医療・療育人材の確保対策を進める。


